
 

生駒市浄化槽の設置等に関する要綱  

施行 平 成 2 4 年 4 月 1 日 

平 成 2 7 年 4 月 1 日 

令 和 2 年 4 月 1 日 

令 和 4 年 1 月 1 日 

 

 

第１章 総 則 

 

１ （趣 旨） 

 この要綱は、浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）及びその他関係法令に基づき、奈良県知事の権限に属する事務のうち、奈良県事務処理の

特例に関する条例（平成１２年奈良県条例第３４号）により、市が処理することとされた浄化

槽の設置等に関する事務について、必要な事項を定めるものとする。 

 

２ （用語の定義） 

  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 浄化槽：浄化槽法第２条第１項に規定する浄化槽をいう。 

(2) 維持管理：浄化槽の機能を常に維持するため、適正な使用、保守点検、清掃及び放流水

  の状況を管理する作業をいう。 

(3) 保守点検：浄化槽法第８条に基づき、浄化槽の単位装置及び附属機器類の作動状況、施

設全体の運転状況を点検、調整又はこれらに伴う修理をする作業をいう。 

(4) 清掃：浄化槽法第９条に基づき、浄化槽内に生じた汚泥、スカム等の引出し、その引出

し後の槽内の汚泥等の調整並びにこれらに伴う単位装置及び附属機器類の洗浄、清掃等を行

う作業をいう。 

(5) 浄化槽工事業者：浄化槽法第２条第７号に規定する浄化槽工事業者をいう。 

(6) 浄化槽保守点検業者：奈良県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例(昭和６０年奈良条

例第４号)第２条第２項に規定する浄化槽保守点検業者をいう。 

(7) 法定検査：浄化槽法第７条及び第１１条に規定する浄化槽の水質に関する検査をいう。 

(8) 指定検査機関：浄化槽法第５７条第１項の規定により奈良県知事に指定された者をいう。 

(9)  特定行政庁：建築基準法第２条第３５号に規定する特定行政庁をいう。 

(10) 指定確認検査機関：建築基準法第７７条の１８に規定する指定確認検査機関をいう。 

 

第２章 設置条件 

 

１ （設置基準） 

(1) 次のいずれかに該当する場合の浄化槽は、原則として１カ所とする。 

  ア 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３２条第１項の規定により、「衛生

上特に支障があると認めて規則で指定する区域」として建築基準法施行細則（昭和２５年

奈良県規則第７７号）第１３条により指定された区域内において行う開発行為（都市計画



 

法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２号に規定する開発行為をいう。）に係る浄

化槽で、処理対象人員（し尿浄化槽の処理対象人員算定基準（昭和４４年建設省告示第３

１８４号）より算定される人員をいう。）が１００人を越えるもの。 

  イ 同一敷地内において、建築するすべての建築物に係るもの。 

(2) 前(1)の規定にかかわらず､特定行政庁(建築課)が地形等の理由により１カ所に設置でき

ないと認めた場合は､全体の処理対象人員を基とした性能の基準を満たし、かつ、負荷の偏

りを考慮した処理対象人員算定がなされている浄化槽を複数設置することが出来る。 

(3) 設置する場所は、雨水等により冠水せず、保守点検、清掃及び法定検査が容易に行える

よう配慮すること。 

(4) 浄化槽は原則として、水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第２条第１項に規

定する公共用水域及びこれと接続して生活雑排水を既に放流している排水路又は側溝等で

水が常時存在し、又は滞留しない等衛生上支障のないものに、放流することができる場所に、

悪臭、騒音及び振動等について付近の生活環境及び公衆衛生に支障のないよう設置されなけ

ればならない。 

(5) 建築物の屋内に設置しないこと。ただし、居室以外の場所で衛生上支障なく、維持管理

が容易、かつ、安全にできる場合はこの限りでない。 

(6) 浄化槽を車路及び駐車場に設置する場合、構造計算により安全を確保した構造物内に設

置すること。 

(7) 浄化槽及びその周囲等には、危険防止措置を講じ、安全対策に配慮すること。 

(8)  その他法令等に従うこと。 

 

２ （性能等） 

(1) 浄化槽の性能については環境省関係浄化槽法施行規則(昭和５９年厚生省令第１７号)第

１条の２で示される放流水の水質の技術上の基準を満たすものとする。 

(2) 浄化槽から排出される処理水を放流しないなど、特殊な方式を用いる場合は事前に特定

行政庁(建築課)と協議すること。 

(3) 浄化槽法附則(平成１２年６月２日法律第１０６号)第３条既存単独処理浄化槽（浄化槽

法第３条の２第１項ただし書に規定する設備又は施設に該当するものを除く。）を使用する

者は、浄化槽法第２条第１号に規定する雑排水が公共用水域等に放流される前に処理される

ようにするため、同号に規定する浄化槽の設置等に努めなければならない。 

 

第３章 設置届等手続 

 

１ （指定検査機関との協議） 

  浄化槽を設置し、又は浄化槽の規模若しくは構造を変更しようとする者は、浄化槽法第７条

に規定する水質に関する検査について、指定検査機関と協議しなければならない。 

 

２ （設置届出書及び添付書類） 

  浄化槽法第５条第１項の規定による浄化槽の設置届は、浄化槽設置届出書（別記様式第１ 

号）によって行い、次の各号に掲げる書類を添付するものとする。 



 

(1) 放流経路図 

(2) 排水系統図 

(3) 配置図（大きさ、広さがわかる寸法を記入したもの） 

(4) 平面図（大きさ、広さがわかる寸法を記入したもの） 

(5) 浄化槽の設計計算書及び構造計算書（建築基準法第68条の10に基づく型式適合認定等を

受けた浄化槽で、その認定書を添付したものを除く。） 

(6) 浄化槽の構造図及び設備の概要図（建築基準法第68条の10に基づく型式適合認定等を受

けた浄化槽で、その認定書を添付したものを除く。） 

(7) 処理対象人員算定表（ただし、専用住宅の場合は除く。） 

(8) 浄化槽設置に伴い、廃止する既設浄化槽があれば別紙届出をすること。 

(9) その他、市長又は特定行政庁(建築課)が必要とする書類 

 

３ （変更届出書及び添付書類） 

  浄化槽法第５条第１項の規定による浄化槽の規模の変更又は構造の変更届出は、浄化槽変更

届出書（別記様式第２号）によって行い、２に掲げる書類を添付するものとする。 

 

４ （設置届出書及び変更届出書の提出部数及び提出先） 

  設置届出書及び変更届出書の提出部数及び提出先は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 提出部数：浄化槽設置届出書又は変更届出書 ４部（正本２部、副本２部、うち副本１ 

部は、１の協議の際、指定検査機関に提出するものとする。） 

  添付書類（２に掲げるもの）３部 

(2) 提出先：下水道課 

 

５ （建築確認等によって設置する場合） 

  建築基準法第６条第１項（同法第８７条第１項において、準用する場合を含む。）の規定に

よる建築主事の確認、同法第６条の２第１項の規定による指定確認検査機関の確認を申請する

場合、又は同法第１８条第２項（同法第８７条第1項において、準用する場合を含む。）の規

定により建築主事に通知する場合で、浄化槽を設置しようとするときは、建築確認申請書又は

計画通知書に、２に掲げる書類を添付した浄化槽設計書（別記様式第３号）を添付するものと

する。 

 

６ （浄化槽設計書の提出部数及び提出先） 

  浄化槽設計書の提出部数及び提出先は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 提出部数：浄化槽設計書 ４部（正本２部、副本２部、うち副本１部は、１の協議の際、

   指定検査機関に提出するものとする。） 

   添付書類（２に掲げるもの）３部 

(2) 提出先：特定行政庁(建築課)又は指定確認検査機関 

 

７ （工事完了報告） 

  浄化槽設置又は構造等変更工事を完了した浄化槽工事業者は、速やかに当該浄化槽工事を発



 

注した者にその旨を連絡するとともに、工事完了報告書（別記様式第４号）を市長（下水道課）

に２部提出しなければならない。 

 

８ （使用開始報告書） 

(1) 浄化槽管理者（当該浄化槽の所有者、占有者、その他の者で当該浄化槽の管理について

権限を有するもの）は、当該浄化槽の使用開始の日から３０日以内に、使用開始報告書（別

記様式第５号）を市長（下水道課）に３部提出しなければならない。 

(2) 使用開始報告書には、使用開始前に受けた保守点検結果を添付しなければならない。 

(3) 使用開始前に実施する保守点検項目は、環境省関係浄化槽施行規則１条１項の１,３,４,

６,７,８号、２条１項１号ロ、ハ、ニ、ホ及びヘのうち単位装置及び附属機器類の機能の状

況とする。 

 

９ （技術管理者変更報告） 

  処理対象人員が５０１人以上の浄化槽の浄化槽管理者は、技術管理者を変更したときは、変

更の日から３０日以内に技術管理者変更報告書（別記様式第６号）を市長（下水道課）に１部

提出しなければならない。 

 

10 （浄化槽管理者変更報告） 

  新たに浄化槽管理者になった者は、浄化槽管理者になった日から３０日以内に、浄化槽管理

者変更報告書（別記様式第７号）を市長(下水道課)に３部提出しなければならない。 

 

11 （浄化槽設置届出書 取下・取止願） 

  提出した浄化槽設置届出書を取り下げる場合または工事を取り止める場合は、浄化槽設置届

出書 取下・取止願（別記様式第８号）を市長(下水道課)に３部提出しなければならない。 

 

12 （浄化槽使用休止届） 

 (1) 浄化槽管理者は、当該浄化槽の使用の休止に当たって当該浄化槽の清掃をしたときは、

浄化槽使用休止届出書（別記様式第９号）及び清掃の記録を市長(下水道課)に３部提出する

ことができる。 

 (2) 浄化槽管理者は、前(1)の規定による使用の休止の届出に係る浄化槽の使用を再開したと

き又は当該浄化槽の使用が再開されていることを知ったときは、当該浄化槽の使用を再開し

た日又は当該浄化槽の使用が再開されていることを知った日から３０日以内に、浄化槽使用

再開届出書（別記様式第９号の２）を市長(下水道課)に３部提出しなければならない。 

 

13 （浄化槽使用廃止届） 

  浄化槽管理者は、当該浄化槽の使用を廃止したときは、廃止した日から３０日以内に、浄化

槽使用廃止届出書（別記様式第１０号）を市長(下水道課)に３部提出しなければならない。 

 

第４章 一般構造及び材料 

 



 

 浄化槽の構造については、建築基準法第３１条第２項及び建築基準法施行令第３５条第１項の

規定に基づくし尿浄化槽及び合併処理浄化槽の構造方法を定める件(昭和５５年７月１４日建設

省告示第１２９２号)のほか次のとおりとする。 

 

１ 合併処理浄化槽 

 (1) 合併処理浄化槽の本体の構造は次のとおりとする。 

 ア 槽の天井、底、周壁及び隔壁は、耐食、耐水材料を使用し、水圧、土圧、振動及び衝撃に

対して耐える構造とする。 

 イ 槽が鉄筋コンクリ－ト造りの場合は、内部を厚さ２ｃｍ以上の防水モルタル仕上げ、又は

これに準ずる材料を使用し、漏水しない構造とすること。 

 ウ 槽内に使用する金属材料は、純アルミニウム、ステンレススチ－ル等の対食材料、又は防

食加工した金属材料とする。 

 エ 腐食及び変形等の予想される部分は、腐食及び変形等のし難い材料、又は有効な防腐、補

強等の措置をした材料を使用すること。 

 オ 槽の天井には、マンホール（径４５ｃｍ（処理対象人員が５１人以上の場合は、６０ｃｍ）

以上の円が内接するものに限る。）を設置し、密閉できる耐水材料、又は鋳鉄製のふたを設

置すること。鋳鉄以外のふたには、回転ロック式、又は施錠装置付き等の安全装置をするこ

と。 

 カ 通気及び排気の開口部は、雨水、土砂等の流入を防止する構造とし、昆虫類の発生防止の

ため防虫網を設置すること。 

 キ 悪臭を発生する部分は、密閉又は臭突等の防臭装置を設置すること。 

 ク 地上上屋式、全地下二重スラブ式の構造の場合は、維持管理作業が容易なように床より高

さ１.８ｍ以上の空間を保有すること。自然換気が十分できない場合は、機械換気し、室内

の空気を１時間に概ね１０回以上直接外気と交換する能力を有する換気装置を設置するこ

と。 

 ケ 流入量、負荷量および汚水の温度等の著しい変動に対して、機能できる構造とすること。 

 コ ユニット式浄化槽は、槽を水平に設置していることを確認するため、槽内に水平目安標準

線を３カ所以上設けること。 

 サ 槽には設置後容易に確認できる位置に製造又は施工業者名、形式、人槽、容量等を明示し

た耐食性の表示板を取り付けること。 

 シ 汚水の温度低下により、処理機能に支障が生じない構造とすること。 

(2) 使用機器類については、次のとおりとする。 

 ア 機器類は、耐用年数の長いものを使用し、その機器に日本産業規格（以下「ＪＩＳ」とい

う。）のあるものにあっては、ＪＩＳ表示品であること。 

 イ 機器及び取り付け指示具は耐食性材料を使用したものであること。 

 ウ 据付基礎は、コンクリ－ト造り又はこれに準ずる堅固なものにすること。 

 エ 機器類の振動及び騒音の周囲への影響を防止するため、振動については防振ゴム、防振ス

プリング等を設置し、騒音については、機器本体の発生音を少なくし、ケ－シング等遮音対

策等をすること。 

 オ 電動機直結型の機器は、連接機構が完全であること。 



 

 カ 回転部分の注油、点検が容易であること。 

 キ 槽内に格納する電動機は、完全密閉型とすること。 

 ク 槽外に設置する機器は、防水装置を施したカバーに格納又は防水措置をしたものを使用す

ること。 

 ケ 送風機、ポンプ及びこれらに付設する電動機等は、予備を設けること。ただし、処理機能

に影響を及ぼさないもの及び処理対象人員が５０人以下の浄化槽は除くものとする。 

 コ 口径５０ｍｍ以上のポンプは、ガイド式着脱型とする。 

(3) 電気設備については、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）電気設備に関する技術基

準を定める省令（平成９年通商産業省令法律第５２号）の規定により施工するものとする。 

(4) 配管及び汚水枡については、次のとおりとする。 

 ア 浄化槽へ流入する汚水は、水洗便所汚水と家庭雑排水とし、汚水管及び排水管は原則とし

て暗渠とすること。 

 イ 浄化槽に接続する流入管及び放流管は、硬質塩化ビニ－ル管（ＪＩＳ Ｋ６７４１）とす

ること。ただし、既設管を利用する場合はこの限りでない。 

 ウ 流入管の勾配は、原則として１００分の１以上とし、管内に汚物が堆積しないように措置

すること。また、排水口から逆流しないよう措置すること。 

 エ 放流管の口径は流入管と同径以上とし、原則として勾配は１／２００以上とすること。ま

た、排水口から逆流しないよう措置すること。 

 オ 管の付設は、位置、勾配等に留意し、接続部から漏水しないようにすること。 

 カ 汚水枡は、内径１５㎝以上の硬質塩化ビニール製宅地桝（日本下水道協会規格 Ｋ－７）

とすること。ただし、既設桝を利用する場合は、内部を防水モルタル又はこれに準ずる防水

措置すること。 

 キ 汚水桝は原則として管渠の合流点及び管渠の内径又は管種が異なる個所、及び直線部は管

径の１２０倍以下の間隔設置とすること。 

 ク 汚水升のふたは、既設ふたを利用する場合は、臭気がもれないように密閉ぶたとすること。 

 ケ 都市計画法第２９条第１項の規定による開発許可に係るものは、同法に定める基準による

こと。 

 

第５章 浄化槽工事の技術上の基準 

 

 浄化槽工事は浄化槽法第４条第３項の規定のほか、次の各号の基準を遵守して施工すること。 

(1) 浄化槽を建築物の内部又は直下に設置する場合は、保守点検及び清掃上支障のない構造で

 あること。 

(2) 浄化槽の清掃等に使用できる給水栓を設けること。 

(3) 浄化槽の使用に伴う振動等による騒音を防止するため、必要に応じて適切な措置を講じる

 こと。 

(4) 浄化槽の使用に伴う悪臭を防止するため、必要に応じて適切な措置を講じること。 

 

第６章 関係機関の所掌事務 

 



 

１ 下水道課は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 浄化槽法第５条第１項の規定に基づく浄化槽設置届出書又は浄化槽変更届出書を受理し、

当該届出書を、特定行政庁(建築課)へ送付すること。 

(2) 届出に係る浄化槽の設置又は変更の計画について、その保守点検及び清掃その他生活環境

の保全及び公衆衛生上の観点から必要な審査、勧告をすること。 

(3)  特定行政庁(建築課)で審査が完了した浄化槽設置届出書、適合通知書を受領し、当該届出

者に交付すること。 

(4)  浄化槽工事完了報告書を受理すること。 

(5)  浄化槽使用開始報告書を受理すること。 

(6)  指定検査機関が実施した浄化槽法第７条に規定する水質に関する検査報告を受理し、必要

に応じて、特定行政庁(建築課)に通知するとともに、必要に応じて、浄化槽管理者に指導等行

うこと。 

(7)  指定検査機関が実施した浄化槽法第１１条に規定する水質に関する検査報告を受理し、必

要に応じて浄化槽管理者に指導等行うこと。 

(8)  浄化槽管理者変更報告書を受理すること。 

(9)  技術管理者変更報告書を受理すること。 

(10) 浄化槽使用休止届出書を受理すること。 

(11) 浄化槽使用再開届出書を受理すること。 

(12) 浄化槽使用廃止届出書を受理すること。 

(13) 浄化槽法第１２条第１項の規定により助言、指導又は勧告をすること。 

(14) 浄化槽法第１２条第２項の規定により改善措置又は使用の停止を命じること。   

(15) 浄化槽法第５３条第１項の規定により報告させること。 

(16) 浄化槽法第５３条第２項の規定により、立ち入り、検査し、質問すること。 

(17) 浄化槽法附則第１１条第１項の規定により、助言又は指導をすること。 

(18) 浄化槽法附則第１１条第２項の規定により、勧告をすること。 

(19) 浄化槽法附則第１１条第３項の規定により、命令をすること。 

 

２ 特定行政庁(建築課)は次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 浄化槽法第５条第１項に基づく浄化槽設置届出又は浄化槽変更届出書に係る浄化槽の設置

又は変更の計画について、浄化槽の構造に関する建築基準法並びにこれに基づく命令及び条例

の規定に適合しているか審査すること。 

(2) 前(1)の審査の結果、補正又は計画の変更又は廃止が必要な場合においては当該届出者に対

して通知又は命令すること。 

(3) 審査の完了した浄化槽設置届出書に適合通知書を添付して下水道課に返戻すること。 

(4) 建築基準法第６条第１項（同法第８７条第１項において準用する場合を含む。）の規定及

び同法第１８条第２項（同法第８７条第１項において準用する場合を含む。）の規定による建

築主事の所轄に係る浄化槽の構造審査及び検査に関すること。 

(5) 前１の(6)の通知を受けたときは、必要に応じて浄化槽工事業者等を指導すること。 

 

３ 指定確認検査機関の所掌事務 



 

 建築基準法第６条の２第１項（同法第８７条の２において準用する場合を含む。）の規定によ

る指定確認検査機関の所掌に係る浄化槽の構造審査及び検査に関すること。 

（施行期日） 

この取扱要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

（経過措置） 

この要綱の施行の際、現に浄化槽法第５条第１項に基づく手続きをしている者については、従前

の奈良県浄化槽取扱要綱に基づくものとする。 

 

附則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和４年１月１日から施行する。 

 


